
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）
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粕川地区には圃場整備された水田地域があり、比較的耕作に適した一団の農地が広がるが、それ以外の条件
が悪い沢田や開田も多く、そういった所は耕作地がまとまっていない現状がある。近年に多い悪天候（高気温・多
雨）や地域農業者の高齢化による後継者不足、資材・人件費等の高騰、猪による耕作被害などの影響から農業
の減収につながっており、それが新しい農業者が参入しづらい環境になるという課題がある。

条件の良い守るべき農地を明確にし、後継者が管理しやすい農地を整備しつつ、農地中間管理事業を活用し農
地の集積を進める。地域農業の周知・発信を行い、儲かる農業につなげるため、付加価値の高い環境に配慮した
作物や栽培方法の導入を進める。また、粕川地区は優良な水田地帯が多いことから、先進地視察等を行いなが
ら栽培技術の向上に取り組んでいく。

区域内の農用地等面積 368

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 368

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

農業上の利用を第一とする農業振興地域内農用地区域農地（守るべき農地）とし、その周辺において今後も農業
上の利用が見込まれる農地については、必要に応じて区域に加える。耕作が困難な農地や営農に適さない環境
などの農地は、保全管理とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（３）基盤整備事業への取組方針

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域内の農業法人及び認定農業者を中心に「農業を担う者」への集積・集約の推進する。耕作継続が困難な農
地については、転作や保全管理など、地域で協力しながら、負担とならない最低限の維持に努めていく。農地の
集約化を進めるためには、農地の所有者にも合意を得たうえで耕作者の変更や交換を行う必要がある。担い手
により良い、効率的な耕作環境を整備するため、農地の所有者や地域にも協力を求めていく。

（２）農地中間管理機構の活用方針

農地の賃貸借契約や利用権設定、契約更新の際、金納で契約ができ、継続的に耕作できる担い手に安心して農
地を貸すことができる農地中間管理事業を広く周知し、主たる担い手に集約・集積を進めていく。また、耕作者の
変更など、適宜耕作者が営農しやすい契約内容に更新を促していく。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④畑地化・輸出等 ⑤果樹等

粕川地区内における前川地域で検討している圃場整備事業について、担い手や地域とどのような形で実施する
のが望ましいか協議していく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

後継者確保・育成のため、就農相談会、若手農業者交流会、農作業アルバイト等の短期雇用導入を推進し、農
業に参画しやすい環境を整えていく。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

現在、同様の支援サービスの活用の予定はないが、地域の実情に応じて活用を検討いていく。

①：猪による被害が増加していることから、町猟友会と連携し鳥獣駆除を行う。また、鳥獣被害防止施設購入助成
を行い、防止対策の拡充を図っていく。
②：付加価値を付けた農作物を作るため、商品価値の高い有機農業・有機栽培等の取り組みについて検討して
いく。
③：ドローンによる農薬散布、トラクターや田植機の自動操舵システム導入による業務効率化に取り組む。
⑨：ホールクロップサイレージへの取り組み促進や動植物由来の有機肥料を活用した農作物の生産を推進してい
く。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

【選択した上記の取組方針】




